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はじめに 

 

現在、日本経済は長期の停滞の真っただ中にある。 

 

日本経済は１９９０年代初頭にバブル経済が崩壊し、２０００年代初頭までの期間は「失

われた１０年」といわれ経済成長率は低迷した。バブル経済崩壊の影響が薄れた２０００

年代に入り、緩やかに景気の回復が続いた期間もあったが、リーマン・ショックの影響に

よる大きな落ち込みにより成長率はまたしても低い値にとどまった。その後アベノミクス

による大規模な金融政策や民間投資が行われたが、結果一時的な成長にとどまり経済の停

滞を脱出するまでは至らなかった。IMF（国際通貨基金）が発表している実質 GDP の成

長率で日本はここ３０年低い値が多く、毎年２％前後の成長を遂げているアメリカとは大

きな違いがあるといえる。（表１）すなわち、日本の経済は１９９０年代から今まで停滞

を続けている、いわば「失われた３０年」なのである。 

 

 

 

表１ 日本とアメリカの経済成長率の比較 
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第一章 イノベーションがもたらす経済の可能性 

 

今の状況を脱却するために私はイノベーションが必要であると考える。イノベーションと

は１９１１年にヨーゼフ・シュンペーターによって定義された、「経済活動の中で生産手

段や資源、労働力などをそれまでとは異なる仕方で新結合すること」を指す。このイノベ

ーションには以下の５種類の分類が存在する。 

 

・プロダクト・イノベーション 

市場において全く新しい製品、あるいは新しい品質の製品の生産のこと 

例：Apple の iphone、SONY のウォークマンなど 

・プロセス・イノベーション 

新しい生産方法や労働方法の導入のこと 

例：コンビニの POS データ分析、ユニクロの SPA(Specialty store retailer of Private label 

Apparel)など 

・マーケット・イノベーション 

新しい市場の開拓などで販路を拡大すること 

例：富士フィルムの化粧品や医療器具分野への参入、ヤマダ電機のリフォーム分野の参入

など 

・サプライチェーン・イノベーション 

原料あるいは半製品の新しい供給源を獲得すること 

例：株式会社 TSUKUMO が廃材やサトウキビを使用した、環境にやさしいビーチサンダ

ルを生産したこと、など 

・オーガニゼーション・イノベーション 

全く新しい形の組織を生み出すこと 

例：経営者や管理層が指示を出すトップダウン方式から、現場のアイデアを重視する仕組

みであるボトムアップ方式への転換など 

 

この５種類のイノベーションの中でも特にプロダクト・イノベーションとプロセス・イノ

ベーションが企業活動にもたらす影響を説明するため、論文のデータとケーススタディを

ひとつずつ紹介する 
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一つ目は特許権がもたらす経済効果について記述する。特許権はイノベーションの中でも

重要なプロダクト・イノベーション、プロセス・イノベーションを生み出した結果取得で

きるもので、どちらかのイノベーションの証明的な役割を持つ。この特許権と経営指標の

相関関係を調べるため、２０２１年に JETRO（日本貿易振興機構）が行った特許権に関

する調査を取り上げる。その調査とは上場食品企業のなかで B to C 事業が売り上げの過半

を占める８社を抽出し、製品に関する特許権（プロダクト・イノベーション）の数と経営

状況の相関を調べたものである。調査の結果、これらの企業では保有特許権数の増大に従

って、売上高営業利益率が増大する傾向がみられ、ROA(総資産利益率)も同じく保有特許

件数と正の相関がみられた。すなわち、「事業利回りが改善した」といえる。 

また上記食品企業から一社除いた７社を対象に、生産技術関連の特許（プロセス・イノベ

ーション）のみに絞って同じ調査が行われた。その結果、同じく売上高営業利益率と保有

特許件数の間に正の相関がみられた。また総資産回転率というどれだけその製品が売れた

かを指す指標に対しても正の相関がみられた。 

 

次にイノベーションの影響で経済成長を成し遂げた具体例として日伸工業株式会社を挙げ

る。 

滋賀県大津市の日伸工業株式会社は、小物精密金属プレス加工を行う中小企業である。１

９５９年の創業以降、テレビ用ブラウン管部品の製造を主力として成長してきた。１９９

０年ごろには国内家電メーカーの海外進出とともに、海外に工場を展開しシェアを拡大し

続けた。しかし、２０００年ごろからブラウン管テレビの需要減少と共に大きな売り上げ

の落ち込みを見せ、厳しい経営状況に陥った。しかし、２００８年に自動車業界の部品製

造事業に参入。元来のプレス技術力と自動車部品に合わせた新たな成型方法の開発という

イノベーションを合わせることで、ブレーキ部門の世界シェア２０％という自動車部品製

造で確立した地位を築き上げた。ABS ブレーキの義務化が２０１４年にあったのも、彼ら

の追い風になったといえる。自動車部品部門参入以後は右肩上がりの成長を続けていると

いう。 

以上から日伸工業株式会社は新たな市場へのチャレンジというマーケット・イノベーショ

ンと新たな成型方法の開発というプロセス・イノベーションの二つのイノベーションを活

用し、経済成長を遂げた企業といえる 

 

以上の二つのケーススタディから、イノベーションは企業の成長に大きく寄与しており、

実質 GDP の向上に必要な要素であるということが分かった。 

 

次章では、このイノベーションを増やす要素の一つである博士人材に関して記述する。 
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第二章 博士人材の有用性と日本の現状 

 

前章では経済の発展にはイノベーションが必要だと記述したが、そのイノベーションを増

やす方法の一つとして博士号を取得した学生の採用が挙げられる。その論拠として文部科

学省の科学技術・学術政策研究所の池田と乾が２０１８年に行った博士号保持者とイノベ

ーションの関係に関する論文を参照する。この論文では２０１５年に同じく文部科学省の

科学技術・学術政策研究所によって行われた全国イノベーション調査のデータを基に、企

業における博士号保持者の有無がプロダクト・イノベーションやプロセス・イノベーショ

ンの実現に及ぼす影響に関して分析している。分析結果によれば博士号保持者が在籍して

いる企業はそれ以外の企業に比べて、プロダクト・イノベーションの実現確率が１１ポイ

ント高く、プロセス・イノベーションの実現確率については７～８ポイント高いことが分

かったという。 

以上のことから、博士号保持者がイノベーションに対して大きな影響をもたらすことがよ

くわかる。しかし、現在日本での博士号を取得しようとする学生は年々減少しており、博

士号取得者の割合も世界に比べても低い水準であるという。 

 

文部科学省が２０２１年４月２８日の科学技術・学術審議会人材委員会のために作成した

資料によると、修士課程修了者の進学者数・進学率が減少傾向にあり、２０００年から２

０２０年で２,３７７人（７．３ポイント）減少したという。（表２）また博士号取得者の

国際比較では主要７カ国（日本、アメリカ、ドイツ、イギリス、フランス、中国、韓国）

の中で、日本のみ人口１００万人当たりの博士号取得者数の減少傾向が続いている。アメ

リカと韓国は２０００年度時点で日本と同程度であったが、その後順調な伸びを見せ、最

新値では日本の約２倍と大きな乖離が存在する。（表３）では、今の日本の博士号取得者

が減少しているこの現状はどのような原因で起きているのだろうか。 
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表２ 修士課程修了者の進学者数・進学率の推移 

 

 

 

表３ 人口 100 万人当たり博士号取得者の国際比較 
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その理由を解明するために、科学技術・学術政策研究所,が平成 21 年 3 月に作成した、「日

本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」を参照する。この意識調査で博士課程

に進学したいが結果断念した原因として、二つの要素が挙げられていた。それが「博士課

程に進学すると終了後の就職が心配である」と「博士課程に進学すると生活の経済的見通

しが立たない」であった。確かに前述した文部科学省の資料に掲載されている情報では博

士後期課程修了者の就職率は７０％程度で停滞しており、経済的支援も国が定めた生活費

相当額である１８０万円以上を受給している学生（貸与奨学金は除く）は全体の一割とな

っていて、挙げられていた二つの要素と現状が合致している。したがって、博士号課程進

学を阻害する主な要因は博士課程在籍中の経済的不安と、博士課程修了後のキャリアパス

の不安と考えられる。 

 

次に以上で述べた日本の現状を生み出してきた政策・施策の具体例について記述する。 

日本の経済的な支援では前述したように２０２１年時点で博士学生全体の一割しか生活費

相当額を受け取れていないが、その一割が受け取っていたものが特別研究員制度による支

援金である。特別研究員制度とは日本学術振興会（JSPS）が行っている支援制度であり、

優れた若手研究者に自由な発想のもと主体的に研究活動を行う機会を与えることで、創造

性に富んだ研究者の養成・確保を図る制度のことである。この制度では優れた研究能力を

持つ博士人材を特別研究員に採用し、研究奨励金の支給及び科研費を交付する（研究奨励

金２４０万円/年、科研費１５０万円/年）。また支援総数は約４２００人となっている。 

 

この２０２１年時点での日本の博士課程支援がどの程度充実しているのかを調査するため

に、次章では海外が行っている博士課程支援の具体例に関して記述し、国際比較を行う。 
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第三章 海外の博士学生支援制度 

 

前章では日本の博士課程に関する支援制度に関して記述したが、本章では海外の博士課程

学生に対する支援制度に関して記述する。 

 

前章で紹介した博士号取得率の国際比較において、上位三カ国であったアメリカ合衆国、

イギリス、ドイツについて特に記述する。 

 

まずはアメリカに関してだが、アメリカの特徴として最も大きい要素が、大学が運営する

資金援助制度が充実しているということだ。大学によるが、基本的に博士課程に進学した

学生は、大学に TA(Teaching Assistant)、もしくは RA(Research Assistant)という形で雇

用されるということになる。Teaching Assistant とは学部生や低学年生向けの講義や実験

などの教育補助業務を行わせることで、大学教育の充実と大学院学生のトレーニング、手

当の支給による大学院生の処遇の改善を図るものである。また Research Assistant とは、

教授が行う研究を円滑に実施するために必要な業務を行うことで、TA と同じ効果をもた

らすものである。TA や RA を行うことで報酬として授業料、生活費、社会保険料が全額

負担されるというのが多くのアメリカの大学の制度となっている。実際ケンブリッジに位

置するマサチューセッツ工科大学(MIT)では、博士後期課程の RA で月額平均３,９９５ド

ル、年間平均４７,９３６ドル、博士後期課程の TA では月額平均４,０８８ドル、年間平均

４９,０６２ドルを受け取っているという。このように高額な給与となっている理由として

は、MIT があるケンブリッジの物価が高いため、学生が困窮することなく生活できるよう

に MIT が学生側に配慮して設定された金額だからである。またこの給与は大学が卒業生

や一般の方々から集めた寄付金を基に学生に給付されている。MIT では集まった給付金を

基に運用も行っており、学生を支援するために努力がなされていることがうかがえる。 

 

次にイギリスの事例である。イギリスでは UK research and innovation が主催する博士学

生の支援制度が存在する。これは大学院に在学中の優秀な人材に対し、生活費と授業料を

支給するというものである。金額的には生活費として年間最低１８,６２２ポンド、授業料

として年間最低４,７１２ユーロが支給される。具体的な人数に関しては記載がなかったが、

イギリスの大学院生の約２０％はカバーしているという。またイギリスでは日本の奨学金

制度とは異なる特異なローン制度が存在する。それは所得連動返済型学資ローンである。

このローンは日本の奨学金と異なり、生活費ローンと授業料ローンの二つに分かれて貸与

される。そして卒業した翌年の４月にこの二つを統合して返済が開始される。返済に当た

っては、可変方式の利子が割り当てられ、利用者本人の所得に応じて返済金額が算出され

る。その利子は小売物価指数（RPI）に 3%を上限として所得に応じて設定された金利を足
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したものとなる。小売物価指数（RPI）とは、物価の変動を表した数値のことで、これの

みが賦課されている場合は実質的な無利子としてイギリスでは扱う。この方式の重要な点

として、返済が開始される卒業翌年の４月に所得が、国が定める一定基準である年収２１,

０００ポンドを超えていなかった場合、返済を猶予し、超えた場合に返済させるというも

のである。これにより、生活に苦しむ人の負担を軽減することに成功している。さらに返

済額も所得によって決定される。税引き前の所得から国に定められている閾値（前述した

国が定めた一定基準の値）を引き、出た値の９％がその月の返済額となる。 

しかし、このような定額所得者が少しずつ収めることしかできない制度では永遠に返済が

終わらないのではないだろうか。ロンドン政府はそのような国民に対しての救済措置とし

て返済開始から３０年が経過した場合返済を免除するようにしている。以上のような形態

をとることで学生側も借りやすく、返しやすい制度となっているのである。 

 

次にドイツの事例について記述していく。まずドイツの教育制度として２０１４年に採択

された国公立であれば小学校から大学院まで授業料が免除されるという制度が存在する

（私立は有料）。これは国内の学生だけでなく、留学生であっても学費は免除される。し

かし入学時や新学期前には共済費を払う必要がある。共済費の額は大学によって異なり、

１００～３００ユーロほどで、スポーツ施設料や互助会の費用に充てられている。この共

済費を支払う上での大きなメリットはセメスターチケットを手に入れられることにある。

セメスターチケットとは、大学のある州の公共交通機関を無料で利用できるというもので

あり、大学によっては家族込みのセメスターチケットを手に入れられるところもある。生

活費と少しの共済費のみで博士課程を取得できる大学が多いため、他の国々と比べ取得に

対するハードルが低いといえる。 

 

本章では海外における博士号取得を支援する制度に対して記述してきた。比較の結果日本

の現状は海外と比べて経済的な支援がとても薄いことだけでなく、多様性もないことが分

かった。しかし、２章で記述したように博士への進学を決定するのは金銭的な問題だけで

はない。次章では博士人材の卒業後の進路や経済力について日本と海外を比較しながら記

述したいと思う。 
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第四章 博士人材の進路と経済力 

 

日本の博士人材について、さらに分析を行うために本章では博士人材の卒業後の進路に焦

点を当てて記述する。まず博士人材が卒業したのちの進路に関して、国際比較を行う。 

 

 

  高等教育機関 
民間企業 その他 

  ポストドクター 大学職員 

日本 10% 15% 35% 40% 

アメリカ 21% 15% 52% 12% 

イギリス 58% 38% 4% 

韓国 12% 80% 8% 

表４ 世界の博士号学生の卒業後の進路 

（日本のその他には医師、保健師を含む） 

文部科学省が令和５年１月に作成したデータ参照 

 

比較の結果、日本に比べて各国ともに民間企業への就職割合が大きいことが分かった。ま

たアメリカに関してはポストドクターへの就職率が大きく、イギリスは高等教育機関（大

学教員など）への就職率が特に大きいことが分かった。 

次にこの各職種に関しての待遇や支援状況について記述する。まずはポストドクターにつ

いて記述する。 

ポストドクターとは、大学院で博士課程を修了したのちに「教授」や「助教」といった正

規のポストではなく、任期付きの職についている大学研究員のことを指し「博士研究員」

とも呼ばれる。業務としては教授に指定された研究テーマに従い、プロジェクトの一員と

して研究を行うこと、その内容を論文としてまとめるという二つである。業務内容につい

ては日本と欧米で違いはないが、職へのとらえ方や待遇に関しては大きく乖離がみられる。

欧米ではポストドクターを「教授」や「助教」などの正規の研究職につくまでのキャリア

パスの過程だと考えている。博士号を取得したのちに、平均５年程度ポストドクターとし

て経験を重ねたのちに大学の正規職員や、企業の研究職に就くのだ。所謂正規の研究者に

なるためのトレーニング期間としてとらえられている。しかし日本でのポストドクターの

とらえ方は後ろ向きに捉えられることが多い。それは日本のポストドクターは、雇用され
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たのち助教として採用されることもなく、企業の研究員として就職もできずポストドクタ

ーの契約を更新し続けながら年齢を重ねていく場合が多いからである。実際、2015 年の文

部科学省の調査「ポストドクターなどの雇用・進路に関する調査」によると、ポストドク

ターの人数は約 16,000 人で、平均年齢は 36.3 歳となっている。ポストドクターの前職は

ポストドクターであった人が３割以上を占め、ポストドクターの契約を何度も繰り返して

いる人が多いことがわかる。また日本のポストドクターの給与水準は欧米と比べて非常に

低い。日本のポストドクターの年収は３００～４００万円程度が標準であるが、場合によ

っては２００万円を下回ることがある。一方アメリカのポストドクターの年収は５００～

７００万円程度であり、日本の助教の水準とほぼ同程度であり、日本と大きな待遇の違い

があるのがわかる。以上のような状況が日本の学生が進路を決定する際に大学の研究者と

しての道を選びづらい要因にもなっている。 

このような状況を改善するために必要なのはポストドクターの就職支援策の拡充である。

日本にはポストドクターの経済的支援制度は存在しているが、就職や経験を支援する制度

は存在しない。しかし、アメリカには全米ポストドクター協会（NPA）による支援が充実

している。具体的には NPA が定義した、ポストドクターが活躍するために必要な要素に

ついてトレーニングするために年に一度のジョブフェアの開催、ポストドクター専用のキ

ャリアセンターの運営といった支援、ポストドクターのスキルの向上やキャリアアップの

方法をまとめたガイドブックの発行を行っている。またイギリスでは Vitae という The 

Careers Research & Advisory Centre Limited が運営しているポスドクや博士号学生の職能

開発トレーニングが存在する。Vitae はイギリス政府が作成した研究者に必要な要素のフ

レームワークをより効果的に改善した独自のフレームワークに基づき、様々なプログラム

を行っている。具体的には、参加者を６～７人のグループに振り分けたのちメンターを介

してワークショップや演習を実施する Gradschools 、非常勤のポスドクに他の研究室に所

属する研究者と交流する機会を与える Part-Time Researcher、ポスドクに新たなイノベー

ションを紹介したのち、企業に関するスキルを与える Discovering Innovation and 

Intrapreneurship などが存在する。以上のようなポストドクターが積極的に学べる環境が

存在することで、高い評価を受けるポストドクターが増え、助教や企業の研究者へのキャ

リアアップが見込めるのではないだろうか。 

 

次に民間企業への就職者について記述する。 

日本の博士人材が民間企業へ就職する割合は本章で提示したように３５%と他国に比べて

低い水準になっているが、それに伴い企業研究者に占める博士号取得者の割合が他国に比

べて低い水準となっている。具体的には日本は４.４％であるなか、アメリカは約１０％、

韓国は約７％となっており、学生が民間企業を選ばないだけでなく、企業側も博士号を重

視しない姿勢が原因となっておきた結果であるといえる。（表５）実際、経済産業省が実

施した調査では「採用する人材は、企業が必要とする人材像に合う人材あればよく、必ず
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しも博士号を持っている必要はない」と考えている企業が約半数を占めていたという。し

かし、文部科学省の科学技術・学術政策研究所が行った博士人材の採用後の印象における

調査では、博士課程修了者は学士号取得者や修士号取得者と比べ「ほぼ期待通り」や「期

待を上回った」と答える割合が高く、「期待を下回った」と答える企業の割合が小さいこ

とが分かった。博士人材の有用性は間違いがないが故に企業側にその有用性を周知させる

ことが必要であるといえる。 

 

本章では日本における博士人材の進路先の持つ問題について、海外の状況と比較しながら

記述した。次章では、現在博士人材の数を増やすために行われている新たな日本の施策に

ついて記述する。 

 

 

 

表５ 企業の研究者に占める博士号取得者の割合 
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第五章 日本の革新的な施策 

 

前章まで世界と比較しながら、博士課程に関する経済的な問題点と就職的な問題点が存在

することが判明した。近年その問題点に対して政府が施策を多く打ち出してきた。本章で

はその施策に関して記述していく。 

 

まずは博士学生の経済的な負担に対する政府の新たな施策を３つ紹介する。 

初めは次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）である。この制度は博士学生が研

究に専念するための経済的な支援と産業界含め幅広く活躍するためのキャリアパス整備を

行う意欲のある大学を支援するもので、２０２１年度より国立研究開発法人科学技術振興

機構（JST）が行っている。個人で申請する特別研究員制度とは異なり、各大学により選

抜された博士学生に対し、生活費相当額及び研究費の支給や、キャリア開発・育成コンテ

ンツをはじめとする様々な支援が提供される。支給額は２９０万円/年を上限としており、

支援対象学生は SPRING 全体で最大６,０００人となっている。 

次に科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業である。同じく

JST が行っているこの制度は、内容的にはほとんど SPRING と同じであるが研究分野に関

して多少異なる点があり、本フェローシップでは、将来を担う博士人材を戦略的に育成し

ていくため、各大学が将来のイノベーション創出などを見据えてボトムアップで提案する

ボトムアップ型と、国がトップダウンで分野を指定する分野指定型の２タイプが存在して

いる。SPRING は学生が研究分野を自身で自由に選択できるため大きな違いが存在する。 

支給額は生活費相当額である１８０万円に研究費を足したものに２/３を掛けたものであり、

総支援人数は２,０００人となっている。（当初は１,０００人で始まったが、次年度に２,０

００人に拡充した。） 

最後に創発的研究支援事業である。これは上記二つと同じく JST が始めた施策であり、約

８００人分の RA 支援経費を新たに措置することで、RA としての労働対価を年間総額最

大２４０万円支給する。また大学における RA などの雇用・謝金にかかるガイドラインの

策定によって国内の RA における待遇の改善を目指している。 

以上２０２１年に新たに始まった三つの施策により、もともと博士学生の中の１０％程度

であった生活費相当額受給者を２０２１年度は２倍である２０％程度に増加させることに

成功した。また政府は２０２５年までにこの割合を３０%まで引き上げることを目標にし

ており、これは上記支援制度の助成対象である修士課程から進学した学生の７０%が生活

費相当額を受給していることとなる。（表６） 
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  修士課程から進学した学生 

社会人・留学生 合計 

  生活費受給者 非受給者 

2021 16,000 14,000 45,000 75,000 

2025(目標) 21,000 9,000 45,000 75,000 

表６ 博士課程学生の生活費相当額需給状況と目標 

  

 

次に日本におけるポストドクターに関する問題を解消するために、政府により新たに決定

された方針に関して記述する。それは研究力強化・若手研究者支援総合パッケージである。

この方針は、前章で述べたポストドクターの高齢化と状況などとネクストキャリアへのス

テップアップ率の悪さを解消するために設定されたものである。具体的な達成目標として

は「将来的に日本の大学本務教員に占める４０歳未満の教員が３割以上になることを目指

し（２０１８年時点で２３.５%）、２０２５年度までに４０歳未満の大学本務教員を約１

割増やす」や「産業界による理工系博士号取得者の採用者数を約６５％（約１,０００名）

増加」などであり、その目標に向けて様々な施策が行われている。いかに記述されている

のがその施策である。 

・各国立大学の「中長期的な人事計画」の策定を促し、若手研究者のポスト確保に取り組

む大学に運営費交付金を傾斜配分。 

・年間数百件程度の若手研究員を中心とした挑戦的研究に足し、短期的な成果にとらわれ

ず、研究に専念できる環境を確保しつつ最長１０年間支援する仕組みを創設 

・若手研究者への重点支援と、研究成果の切れ目ない創出に向けた、各資金配分機関のミ

ッションに応じた競争的研究費の一体的見直し。 

・国立大学等におけるポスドク・大学院生などの育成支援にかかる個人寄付の税額控除の

追加。 

・企業と大学による優秀な若手研究者のマッチングの仕組みの創設により、企業での採用

を促進。 

・国が率先して博士人材の待遇改善を検討 

 

以上の施策群は我が国の博士人材やポストドクターの数や研究の能率を向上させるうえで

革新的ともいえる。しかし、２０２２年のデータによると博士課程の進学者の増加という

目に見えるデータは見られなかった。これからは新たに始まったこの制度たちの周知と継

続に力を注いで、よりよい若手研究者の環境を整えていくべきである。 
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第六章 これからの博士課程学生のために 

 

これまで日本の博士課程をはじめとした日本の理工系の高等教育機関における施策の問題

点について海外の事例を交えながら論述してきた。そして日本の革新的ともいえる新たな

支援施策が始まり、今までの問題を解決することになる大きな転換点となることも記述し

た。しかし、前章で述べた施策たちも海外の事例と比べると、まだまだ至らない点がある

のもまた事実である。そこで本章では今後博士号を取得する学生を増やすために、さらに

日本が行うべき施策について考察していく。 

初めに TA・RA の処遇の向上である。アメリカにおいて TA・RA が好待遇なのは第三章

で述べたとおりだが、それに比べて日本の処遇は大変悪いものになっている。具体的には

全体１.３万人いる TA の給与は一人当たり１.０万円/月、９千人いる RA の給与は３.８万

円/月である。RA のみで生活できているアメリカの学生とは雲泥の差があることがわかる。

日本の JST が新たに８００人の RA に生活費相当額支援を支給する創発的研究支援事業を

始めたが、RA の母数を見るに圧倒的に足りていないのが現状である。だからこそ、アメ

リカの給与水準までは行かないまでも月５～１０万円と生活の足しになるレベルまで全体

の平均給与を引き上げることで、TA、RA に対するモチベーションの向上や修士課程から

博士課程へ上がってくる学生の金銭面的な不安をさらに軽減することにつながると考える。 

次に博士号課程の学生含むすべての研究者が参加できる職能支援の創出である。現在日本

における博士学生の高度な就職支援は SPRING や、科学技術イノベーション創出に向けた

大学フェローシップ創設事業に参加している選ばれた学生のみが享受することが出来、す

べての学生が等しく享受できるものではない。実際、SPRING に参加した学生は就職率が

８７％であるのに対し、全国平均は６８.４％と大きな乖離を見せている。だからこそイギ

リスの Vitae のような非営利組織による大規模な職能支援が必要だと考える。博士人材が

誰でも就職において自身に必要なスキルやほかの研究者と交流する機会を得ることが出来

る環境を整備することで、博士人材（ポストドクターを含む）の就職率を向上させ、博士

課程へ進学する修士学生の不安をさらに減らすことにつながると考える。 

最後に民間企業の就職において、研究者以外の就職支援も行うことだ。現在博士課程を修

了した学生の中で、研究職や大学教員、医師、保健師といった大学の学びに大きく関係す

る職業に就職した学生は全体の約８割に上っている。民間企業の研究職以外のパイプが整

っていない現状は、研究者になるか悩んでいる修士課程の学生に対して、博士課程への進

学をあきらめさせる要因になると私は考える。そこで大学が企業と連携してインターンシ

ップや面談の機会をより多く設けることで博士学生の選択肢を一つでも多く増やす。この

施策により、修士課程から進学しようとしている学生に対して、より広い間口を提供でき

るのではないだろうか。 
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さいごに 

 

序章で述べたように日本はこの３０年間、経済の成長が停滞している。しかし新たに始ま

った革新的ともいえる施策たちはこの現状に一石を投じるものであることは確かであり、

減少していた博士人材の数を増大させることを大いに予想させる。日本政府はこの政策を

行ったことに慢心せず、さらなるブラッシュアップにより、日本の研究力をより力強くよ

りフレッシュにすることが求められる。日本がこれから新たなイノベーションを多数起こ

すことで、低迷を続けていた経済成長率の復活を見せ、一人でも多くの理系博士人材が正

当に評価されることを切に願うばかりである。 
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参考記事 

 

・JETRO 

「プロセス・イノベーションが上場企業の経営指標に及ぼす影響とは」 

（２０２１年６月１５日） 

プロセス・イノベーションが上場企業の経営指標に及ぼす影響とは（世界、米国、日本） 

| 地域・分析レポート - 海外ビジネス情報 - ジェトロ (jetro.go.jp) 

 

・経済産業省 

「中小企業・小規模事業者のイノベーションと販路開拓」 

中小企業・小規模事業者のイノベーションと販路開拓 (meti.go.jp) 

 

・科学技術・学術政策研究所 

「博士号保持者と企業のイノベーション」 

科学技術・学術政策研究所 ライブラリ (nii.ac.jp)  

 

・文部科学省 

「科学技術・学術分野における人材の育成・確保をめぐる現状と課題」 

（２０２１年４月２８日） 

【資料 2】科学技術・学術分野における人材の育成・確保をめぐる現状と課題 

(mext.go.jp) 

 

・科学技術振興機構（JST） 

「博士後期課程学生の経済的支援について」 

博士後期課程学生の経済的支援｜博士後期課程学生支援について｜次世代研究者挑戦的研

究プログラム｜JST 

 

・マサチューセッツ工科大学（MIT） 

「Salary and stipend rates」 

給与・給付金率 |大学院教育推進室 (mit.edu) 

 

・UK research and innovation 

「Get a studentship to fund your doctorate」 

（２０２３年１２月８日） 

Get a studentship to fund your doctorate – UKRI 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2021/36e1071c994cc46f.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2021/36e1071c994cc46f.html
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H27/h27/html/b2_1_1_0.html
https://nistep.repo.nii.ac.jp/records/4233
https://www.mext.go.jp/content/20211201-mxt_kiban03-000014622_4.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20211201-mxt_kiban03-000014622_4.pdf
https://www.jst.go.jp/jisedai/support-doctoral/financial-support.html
https://www.jst.go.jp/jisedai/support-doctoral/financial-support.html
https://oge.mit.edu/graduate-admissions/costs-funding/stipend-rates/
https://www.ukri.org/apply-for-funding/studentships-and-doctoral-training/get-a-studentship-to-fund-your-doctorate/
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・独立行政法人日本学生支援機構 

「イギリスにおける奨学制度等に関する調査報告書」 

（２０１５年３月） 

全体版 ＜イギリスにおける奨学制度等に関する調査報告書＞ (jasso.go.jp) 

 

・内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局 

「博士人材のキャリア」 

（２０２３年１月１９日） 

総合科学技術・イノベーション会議 (cao.go.jp) 

 

・有限責任監査法人トーマツ 

「海外の研究者育成における研究者としての職能開発に関する研究調査」 

（２０２０年３月） 

職能開発報告書_本編 (mext.go.jp) 

 

・文部科学省 科学技術・学術政策局 

「博士後期課程修了者の進路について」 

（２０２３年１月） 

144_honpen3.pdf (cao.go.jp) 

 

・文部科学省 

「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」 

（２０２０年１月２３日） 

「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」 (cao.go.jp) 

 

・文部科学省 

「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ 参考資料集」 

（２０２０年１月２３日） 

「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」 参考資料集 (cao.go.jp) 

https://www.jasso.go.jp/statistics/__icsFiles/afieldfile/2021/03/09/all_studenloanuk.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20230119/siryo1-1-1_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20210303-mxt_kiban03-000013160_1.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/hyouka/haihu144/144_honpen3.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/package/wakate/wakatepackage.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/package/wakate/wakatesanko.pdf

